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２．土地利用及び機能導入の方針 

 H23年度中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想 

 

  

表 2-13 産業振興の方針 

・中南部都市圏という広域的観点から駐留軍跡地の活用による圏域全体のビジョン

を策定した。 

・跡地振興拠点の形成方針として、前年度調査の産業タイプを踏まえつつ、産業振

興、機能展開の方針を検討した。 

・また、各返還駐留軍用地跡地の整備基本方針を検討し、各地区における産業立地

及び機能立地誘導の基本方針を策定した。 

・なお、普天間飛行場については下記のとおりについて立地優位性が高いとされた。

＊リゾートコンベンション産業、医療・生命科学産業、環境・エネルギー産業、文

化産業、スポーツツーリズム産業、国際協力・貢献機能、研究開発機能、広域防災

機能を想定した。 
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機能の分野 具体的施設等のイメージ 

①国際協力・ 

貢献機能 

■国際協力拠点（国立感染症研究所サテライトオフィス、健康危機管

理情報センター等） 

■国際災害援助拠点（災害・救急医療の基幹医療施設等） 

■アジア・太平洋地域の共通課題研究機構   等 

②産業支援機能 ■インキュベーション施設、工芸産業振興拠点施設 

■リサーチパーク、サイエンスパーク 

■オープンソースソフトウェア活用促進センター 等 

③研究開発機能 ■総合的な研究交流・情報発信拠点 

■国際的な災害研究施設 

■海洋資源調査・研究施設 等   

④専門人材育成

機能 

■高度で実践的な情報系人材育成機関、アジア IT 研修センター 

■アジア OJT センター機能強化 等 

⑤広域防災機能 ■避難施設・避難経路、備蓄物資整備（拠点） 等 

表 2-14 想定される産業タイプと駐留軍用地跡地の総合評価 

表 2-15 機能展開の方針 

キャンプ桑江南側地区 キャンプ端慶覧 普天間飛行場 牧港補給地区 那覇港湾施設

約60.6ha 約493.3ha 約480.5ha 約273.7ha 約55.9ha
リゾートコンベンション産
業 ○ ◎ ◎ ◎ ◎
文化産業 ◎ ○ ◎ ◎ ◎
先端情報通信産業 ○ ○ ○ ◎ ○
健康産業 ○ ◎ ○ ◎ ○
医療・生命科学産業 × ◎ ◎ ◎ ◎
環境・エネルギー産業 × ○ ◎ ○ ×
都市型農業 × ◎ ○ ○ ×
国際物流流通産業 × × × ◎ ◎
スポーツツーリズム × ◎ ◎ ○ ◎
海洋産業 × × × ◎ ○
複合産業 ◎ ○ ◎ ○ ◎

産業タイプ
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表 2-16 機能展開の評価 

表 3-17 普天間飛行場における産業立地・機能立地誘導の基本方針 

◎リゾートコンベンション産業 ◎国際協力・貢献機能

高い集客ポテンシャルと西海岸の既存
コンベンション機能との連携を活かし
たMICE関連産業やコンベンション施設
の導入

沖縄における総合的な国際協力拠点
の形成

◎医療・生命科学産業 ◎研究開発機能

科学技術大学院等と連携した高度先進
医療や生命科学関連の機関・産業の導
入

琉球大学や科学技術大学院大学等と
連携した総合的な研究開発機能の導
入

◎環境・エネルギー産業 ◎広域防災機能

跡地全体のスマートコミュニティー化
とともに、再生可能エネルギー関連産
業の導入

◎文化産業 ○産業支援機能

高い集客ポテンシャルを活かしアフ
ターコンベンションの充実に資する都
市型エンターテイメント産業の導入

◎スポーツツーリズム産業 ○専門人材育成機能

○先端情報通信産業

○健康産業

○都市型農業

普天間における産業立地誘導方針 普天間における機能立地誘導の方針

キャンプ桑江南側地区 キャンプ端慶覧 普天間飛行場 牧港補給地区 那覇港湾施設

約60.6ha 約493.3ha 約480.5ha 約273.7ha 約55.9ha

国際協力・貢献機能 × × ◎ ◎ ○

産業支援機能 ○ ○ ○ ○ ○

研究開発機能 × × ◎ ◎ ×

専門人材育成機能 ◎ ○ ○ ○ ○

広域防災機能 × × ◎ × ×

産業タイプ

198



参考資料 

 

 

 

 

   

地区総合面積 約 26ha 

宅地面積 約 18ha 

建築施設延床面積 約 98ha 

用途地域 商業地域 400% 

就業人口 約 38,000 人 

昼間人口 約 150,000 人 

区域面積 約 14ha 

業務施設ゾーン面積 約 7.1ha 

公共公益ゾーン面積 約 3.2ha 

建物施設用途 事務所、計算センター、研修

所、サービス施設等 

公共施設 スポーツセンター、小学校、

公園・緑地 

図 2-42 ビジネスパークの事例 

大阪ビジネスパーク 

横浜ビジネスパーク 
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表2-18 サイエンスパークの事例 
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■国家戦略特別区域法の概要 

 

 

  

出典：内閣府 HP
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■国家戦略特別区域の概要（案） 

I.東京圏【国際ビジネス、イノベーションの拠点】 

東京都・神奈川県の全部又は一部、千葉県成田市 

＊東京都に対し、規制改革事項等の内容の一層の充実を求めることとする。 

II.関西圏【医療等イノベーション拠点、チャレンジ人材支援】 

大阪府・兵庫県・京都府の全部又は一部 

III．新潟県新潟市 

【大規模農業の改革拠点】 

IV．兵庫県養父市 

【中山間地農業の改革拠点】 

V．福岡県福岡市 

【創業のための雇用改革拠点】 

VI．沖縄県 

【国際観光拠点】 

＊規制改革事項等の内容の一層の充実を求めることとする。 

 

（注１）東京圏及び関西圏の指定範囲については、全部又は一部のどちらとするかを含め、今後、関係地方公共団体の意

見を聴いて、政令により定められる（以下同じ）。 

（注２）【  】は、政策テーマ 

 

 

■区域の方針（沖縄県） 
●目標 

世界水準の観光リゾート地を整備し、ダイビング、空手等の地域の強みを活かした観光ビジネスを振

興するとともに、沖縄科学技術大学院大学を中心とした国際的なイノベーション拠点の形成を図ること

により、新たなビジネスモデルを創出し、外国人観光客等の飛躍的な増大を図る。 
 

●政策課題 
（１）外国人観光客等が旅行しやすい環境の整備 
（２）地域の強みを活かした観光ビジネスモデルの振興 
（３）国際的環境の整ったイノベーション拠点の整備 

●事業に関する基本点事項 
（実施が見込まれる特定事業等及び関連する規制改革事項） 
＜観光＞ 
・外国人観光客の入国の用意か（ビザ要件の緩和） 
・入管手続の迅速化（民間委託等） 
・外国人ダイバーの受入れ（潜水士試験の外国語対応） 
＜労働＞ 
・海外からの高度人材の受入れ（ビザ要件の緩和） 

 

出典：内閣府 HP
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表 2-19 沖縄県の経済特区等におけるインセンティブ 

 

 

■
H
2
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の
税
制
改
正
 

○
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
地
域
、
情
報
通
信
産
業
特
別
地
区
の
制
度
要
件
緩
和
 
 
 
 
○
経
済
金
融
活
性
化
特
区
の
創
設
（
金
融
特
区
の
抜
本
的
見
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し
）
 

・
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産
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の
追
加
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・
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設
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○
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／
テ
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／
テ
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究

期
間
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年
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沖
縄

県
企
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立
地

促
進
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例
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基
づ
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助

成
投

下
固

定
資

産
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万
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ワ
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金
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地
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用
開

発
奨

励
金
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小
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業

基
盤

人
材
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保

助
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金

事
業

税

不
動

産
取

得
税

市 町 村 税

固
定

資
産

税

事
業

所
税

関 税

経
済

特
区

沖
縄

経
済

特
区

地
域

制
度

税 制 優 遇 措 置

国 税

法
人

税
（

所
得

控
除

制
度

）

法
人

税
（

投
資

税
額

控
除

制
度

）

特
別

償
却

（
償

却
率

）

地 方 税

※ 1 , 0 0 0 万 円 を 超 え る 設 備 を 新 増 設 し た 場 合 。

県 税
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